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環境マネジメント

日本通運グループ環境憲章
日本通運グループは、「日本通運グループ行動憲章」のう
ち特に「地球環境への責任」を推進し、グループ全体で地球
環境への責任を果たしていくため「日本通運グループ環境
憲章」を制定しています。

環境マネジメントシステム
当社グループは、環境保全に対する活動をさらに深化さ

せるため、各事業所において環境マネジメントシステムの
国際規格 ISO14001や、グリーン経営認証の取得を推進し
ています。

方針・目標

基本理念

行動指針

企業の社会的、公共的使命を自覚し、「良き企業市
民」として環境経営を実践することにより、地球環
境保全に積極的に貢献する。

地球環境保全は人類共通の課題であり、企業の存在
と活動に必須の要件であることを認識し、自主的・
積極的に地球温暖化防止、生物多様性の保全、循環
型社会の構築等に取り組む。

1. グリーン物流を推進する。
2. 資源・エネルギーの効率的活用に努める。
3. 環境関係法令を順守する。
4. 環境人材を育成する。
5. 環境社会貢献活動を推進する。
6. 環境に関する取組みを広く社会に発信する。
7. 環境経営推進システムの継続的改善を図る。

「日本通運グループ環境憲章」の詳細については、
当社ホームページをご覧ください。
https ://www.nittsu.co.jp/corporate/csr/env-charter.html

体制・制度

2030年に向けた長期目標
当社は、2030年に向けた長期目標を設定し、環境経営に

取り組んでいます。地球温暖化の防止と循環型社会の構築
を中心とした環境経営をこれからも強力に推進し、持続可
能な社会の発展を支えていきます。

方針・目標

※拠点名は当社ホームページをご覧ください

	

2019年度実績はP.18を参照

環境経営推進に係る2030年度長期目標
● 二酸化炭素排出量を2030年度までに2013年度　

比で30％削減する。
	 1. 総排出量の数値目標
	 2013年度基準値	490,513t
	 2030年度目標値	343,359t（30％削減）
	 2.	売上高百万円当たり原単位の数値目標
	 2013年度基準値	469.72kg／百万円
	 2030年度目標値	328.80kg／百万円（30％削減）
● 産業廃棄物排出量を、売上高当たりで毎年対前年
 １％削減する（2030年度まで）。
			2016年度基準値	21.96kg ／百万円
			2030年度目標値	19.08kg ／百万円

● グリーン経営認証取得の推進
	 当社グループは、環境負荷の少ない事業を行う企業に対し
て与えられるグリーン経営認証を各事業所で取得してい
ます。2020年3月末現在、当社ではトラック部門で72
事業所、倉庫部門で4事業所が認証を取得しています。ま
た、グループ会社ではトラック部門で17事業所が認証を
取得しています。

● ISO14001認証取得の拡大
	 当社グループは、1998年6月24日、航空事業支店の原木
地区（千葉県市川市）を皮切りに、2020年3月までに海外
を含めた21の拠点でISO14001認証を取得しています。

環境経営推進体制
当社グループは、「日本通運グループ環境憲章」に基づき、
環境経営の実践に取り組んでいます。社長を委員長とする
環境経営推進委員会を設け、グループ全体における横断的
な環境経営を推進するとともに、リスク管理に取り組んで
います。

体制・制度

環境経営推進体制

日本通運グループ
行動憲章環境経営推進委員会

環境規程

日本通運グループ
環境憲章

CSR推進部

各支店

●	委 員 長：社長
●	副委員長：副社長
●	委　　員：取締役、執行役員、監査役	等

地球環境への責任
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電気車　　CNG車　　ハイブリッド　　LPG車　　
新長期規制・ポスト新長期規制適合車

環境データ

日本通運グループエネルギー使用量（原油換算）

CO2排出量の推移（Scope1,2）

Scope3の構成比

水使用量

再生可能エネルギー発電量（国内グループ計）

環境配慮車両保有台数（国内グループ計）

サプライチェーン全体での温室効果ガス排出量
（2019年度：日本通運グループ）

（各年度とも3月31日時点の台数）

（2019年度：日本通運グループ）

廃棄物量（国内グループ計）
一般廃棄物

国内グループ計

購入した財・サービス
からの排出量
資本財からの排出量
エネルギー関連
上流の輸送・流通
廃棄物
その他

Scope1
Scope2
Scope3

産業廃棄物

海外グループ計

太陽光発電 風力発電

83.4%

8.9%4.0%

0.8%
0.8% 2.0% 7.8%

2.3%

※3 再生可能エネルギーの発電量・自家使用量・売電量は日本通運グループのエ　
　　 ネルギー使用量には含まれない

※1 日本通運単体と国内・海外の連結会社を集計（Scope1+2相当）
※2 天然ガスは都市ガス13Ａ：発熱量45GJ/千㎥を適用

※5  2019年度、2018年度は、国内グループ計、2015年度から2017年度は、日本通運単体のデータ

※２０２０年１２月実施のエネルギーー使用量第三者検証の結果、日本通運グループエネルギー使用量（原油換算）、ＣＯ２排出量の推移（Ｓｃｏｐｅ１，２），Ｓｃｏｐｅ３の構成比の数値を修正しています。

※4（ ）内の数値は、全車両保有台数

89.9%
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● CO2排出量データの第三者検証
日本通運は、2018年度の CO2排出量データ（国内における化石燃料起源の
CO2 排出量）について、SGS ジャパン株式会社による ISO14064-3：2006
に基づく第三者検証を受けました。
2019年度の CO2排出量データについても継続して、第三者による検証を
受ける予定です。
第三者による検証を受けることにより、正確性、信頼性を確保し、今後さらなる
CO2排出量削減に向けた取り組みを進めていきます。 第三者検証

検証の対象：
Scope1、2

（国内における化石燃料起源の
 CO2排出量）
Scope3

（カテゴリー1：日本通運単体のみ）




